
（款）　 （項）　5総務管理費 （目）　20財産管理費

◎財産管理一般の経費

【総合計画上の位置づけ】

【事業の目的】
対象

意図

効果

【事業の内容】
(1)

・

(2)
・

【中事業に含まれる実施計画事業】
市役所本庁舎の設備改修（5－1－3－①）

【事業費】

主な支出内訳
・

3,368
49,099
19,817
17,634
6,590
68,576
8,979
4,620
2,342
1,419

142,400
14,801

362

・
4,153

　廃棄備品等処理業務委託料 67
　庁用共通備品購入費 0

　給茶機備品購入費

庁用器具管理事務
　庁用共通物品購入消耗品費

（単位：千円）

当初予算額 予算現額 支出済額 翌年度繰越額

　容器包装プラスチック処理等委託料
　市庁舎設備改修工事請負費（継続事業・前年度からの継続費逓次繰越含む）
　本庁舎駐車場整備工事請負費

　冷温水器設備保守業務委託料

　電話交換業務委託料
　市庁舎設備改修監理委託料

　法令に伴う点検手数料
　市庁舎総合管理業務委託料

　市庁舎用光熱水費

　電信料
　市庁舎用維持修繕料

　市庁舎用消耗品費
庁舎管理事務

354,674 67,897

市庁舎の総合管理業務及び維持修繕等を実施した。
庁用器具管理事務

不用額
27,331390,279 449,902

庁用共通物品の購入、管理及び廃棄物品等の処理業務を行った。

庁舎管理事務

市庁舎

設備関係の改修を重点的に行い、市庁舎の機能改善を図るとともに、安全な防災拠点とす
る。

市庁舎の維持保全を図るため。

10総務費

庁舎管理事務 【 管財課・契約検査課 】

計画の前提

行財政運営：地方分権社会に対応した持続可能な行財政基盤の確立と効果的な都市経営
をめざします



事務事業

№/名　称
事務事業 ４８３　庁舎管理事務

単　　　位

主管課 管財課 関連課 建築住宅課

分野名 行財政運営

目標
（目標値）
人口等の データ区分

データ 人　　　口
世　帯　数

運営資源 決算値
状　　　況 （国　・　県）

（負担金等）

（一般財源）

人員配置数

人 件 費
協　働　の
パートナー

事務事業
運営経費

市民１人当
りの経費

対象者１人
当りの経費

　２０年度事務事業の変更点（新規・廃止・縮小した個別事業）/事業仕分けの視点による妥当性の評価

変更額（千円） 妥当性※

※妥当性の評価
① 必要性なし

② 民間

③ 国・県

④ 現行どおり(鎌倉市)

年度 19年度 20年度 21年度

目標値 40課 ― ―

実績値 44課 ―

年度 19年度 20年度 21年度

目標値

実績値

年度 19年度 20年度 21年度

目標値

実績値

年度 19年度 20年度 21年度

目標値

実績値

　　評価　　◎：目標を達成　　○：目標に向かって前進している　　△：横ばい　　×：後退している

　ベンチマーク（県内外自治体や民間団体との比較値）

団体名

個別事業名

２０年度

事業の変更点・変更理由

指　　標

１９年度 １８年度
175,902人 175,051人

指　　標

ダイヤルインの拡充

指　　標

□サービス部門

■支　援　部 門

ザイムス
コード及び
個別事業
名

176,484人

評価

評価

評価

総務-18 庁舎管理事務

・各年4月1日

77,430世帯 76,536世帯 75,611世帯

◎

56,850千円
6.2人6.7人 5.7人

60,898千円

411,351千円 281,549千円

52,595千円

評価

最終年度（　　年度）

200,539千円

200,539千円

22年度 最終年度（  年度）

市民共有の資産として、庁舎の計画的な保全(修繕等）を図り、市民サービスの拠点として適正な維持管理を行う。

庁舎の延命のため、設備改修を計画的に実施する。

―

257,389千円総事業費

350,453千円 228,954千円

350,453千円 228,954千円

2,331円 1,601円 1,470円

―

最終年度（　　年度）

平成21年度事務事業評価シート

22年度

22年度

指　　標

22年度 最終年度（　　年度）

備　　考



A:充実又は拡大 C:統合又は縮小 E:事業完了 改善の必要性

B:現状のまま継続 D:廃止又は休止 有

A:充実又は拡大 C:統合又は縮小 E:事業完了 改善の必要性

B:現状のまま継続 D:廃止又は休止 有

担当部名 部長名

創意・工夫・
課題等改善
状況

（上記対応できなかった課題・問題点について今後どのように対応（改善）していきますか）

平成21年度事務事業評価シート

二次評価（部長評価）

今後の方向性

担当課長氏名： 管財課長　　　神谷　鎭邦

・老朽化した第４分庁舎の解体・建て替えの実施

・平成19年度から設備改修工事を実施し、庁舎の基幹部分の更新を行っているが、各フロアの未改
修部分については、給排水設備等の故障が発生しており早期の改修が必要である。

・災害時の避難誘導マニュアルの作成と避難訓練が未実施である。

・老朽化した本庁舎駐車場の整備が必要である。

（20年度事務事業を実施するうえでの課題・問題点は、どのようなことでしたか）

（課題・問題点についてどのような創意工夫、改善をしましたか。また、どのような成果がありましたか）

（20年度事務事業の取組において対応（解決）できなかったものはどのようなことですか）

・本庁舎駐車場の整備

・消防計画の整備、災害時に備えた避難誘導訓練を行なった。

課題・問題点

未解決の課
題・問題点

今後の方針
（対応・改善）

創意・工夫・課
題等の改善点
20年度の成果

Ｂ

・未改修部分の設備配管等、故障の可能性のある危険部位の調査

総務部 兵藤　芳朗

一次評価（課長評価）

Ｂ

今後の方向性
　市庁舎等について、計画的に設備改修を実施し、来庁者等の安全確保並びに庁舎機能と市民サービ
スの向上を図る。

　本庁舎の維持管理について、計画的に改修を実施し、建物等の延命化を図る。



事務事業

№/名　称
事務事業 485 庁用器具管理事務

単　　　位

主管課 契約検査課 関連課 管財課

分野名 行財政運営

目標
（目標値）
人口等の データ区分

データ 人　　　口
世　帯　数

運営資源 決算値
状　　　況 （国　・　県）

（負担金等）

（一般財源）

人員配置数

人 件 費
協　働　の
パートナー

事務事業
運営経費

市民１人当
りの経費

対象者１人
当りの経費

　２０年度事務事業の変更点（新規・廃止・縮小した個別事業）/事業仕分けの視点による妥当性の評価

変更額（千円） 妥当性※

※妥当性の評価
① 必要性なし

② 民間

③ 国・県

④ 現行どおり(鎌倉市)

年度 19年度 20年度 21年度

目標値

実績値

年度 19年度 20年度 21年度

目標値

実績値

年度 19年度 20年度 21年度

目標値

実績値

年度 19年度 20年度 21年度

目標値

実績値

　　評価　　◎：目標を達成　　○：目標に向かって前進している　　△：横ばい　　×：後退している

　ベンチマーク（県内外自治体や民間団体との比較値）

団体名 横浜市 川崎市 横須賀市 平塚市 鎌倉市 藤沢市 小田原市

団体名 相模原市 三浦市 秦野市 厚木市 大和市 伊勢原市 海老名市 座間市 南足柄市

茅ヶ崎市 逗子市

指　　標 評価 22年度 最終年度（　　年度）

指　　標 評価 22年度 最終年度（　　年度）

指　　標 評価 22年度 最終年度（　　年度）

指　　標 評価 22年度 最終年度（  年度）

個別事業名 事業の変更点・変更理由

なし

125円 131円 296円

総事業費 22,099千円 22,973千円 51,910千円

17,878千円 18,032千円 32,161千円

4,221千円 4,941千円 10,235千円
2.0人 2.0人 3.5人

4,221千円 4,941千円 10,235千円 

176,484人 175,902人 175,051人 ・各年4月1日

77,430世帯 76,536世帯 75,611世帯

ザイムス
コード及び
個別事業
名

各課の事務事業に必要な物品を廉価で安定的に調達する。

２０年度 １９年度 １８年度 備　　考

事務事業評価シート

□サービス部門
総務-22 庁舎管理事務

■支　援　部 門



A:充実又は拡大 C:統合又は縮小 E:事業完了 改善の必要性

B:現状のまま継続 D:廃止又は休止 無

A:充実又は拡大 C:統合又は縮小 E:事業完了 改善の必要性

B:現状のまま継続 D:廃止又は休止 無

担当部名 部長名総務部 兵藤　　芳朗

担当課長氏名： 契約検査課長　　　伊藤　昌裕

二次評価（部長評価）

今後の方向性

B

今後とも物品調達の効率化・迅速化に努める。

一次評価（課長評価）

今後の方向性

B

各課の事務に必要となる物品を廉価で安定的に調達できるよう努める。

今後の方針
（対応・改善）

（上記対応できなかった課題・問題点について今後どのように対応（改善）していきますか）

・データベース化された備品管理台帳の精査、および各課の備品管理状況について整備
を図っていく。

創意・工夫・課
題等の改善点
20年度の成果

（課題・問題点についてどのような創意工夫、改善をしましたか。また、どのような成果がありましたか）

未解決の課
題・問題点

（20年度事務事業の取組において対応（解決）できなかったものはどのようなことですか）

・備品管理台帳のデータベース化は終了したが、データの精査と各課の備品管理台帳と
の整合については着手できず21年度に先送りした。

事務事業評価シート

創意・工夫・
課題等改善
状況

課題・問題点
（20年度事務事業を実施するうえでの課題・問題点は、どのようなことでしたか）

・度重なる機構改革等に伴う備品管理台帳及び備品本体の移動によって備品管理台帳と
備品本体とに不整合が生じている。


